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   第１章 総 則 

 （趣 旨）  

第１条 市長は、市民の日常生活に必要な交通手段の確保を図るため、市より依頼

を受けてバス運行を行う事業者に対して補助金を交付するものとし、当該補助金  

に関しては、太田市補助金等に関する規則（平成１７年太田市規則第７６号）に  

定めるもののほか、この告示に定めるところによる。  

第２章  運行費補助  

 （補助対象期間）  

第２条 運行費補助に係る補助対象期間は、４月１日から翌年の３月３１日までと 

 する。ただし、年度の途中において運行を開始した場合にあっては、初年度に限

り、運行を開始した日から、最初に到来する３月３１日までの間を補助対象期間

とする。 

 （補助対象経費及び補助限度額）  

第３条 運行費補助に係る補助対象経費は、公共バス運行に要した運送費用に運送

収入が満たない場合の差額とし、その満たない額について補助金を交付する。  

 （補助金の交付申請）  

第４条 運行費補助金の交付を受けようとする事業者は、受けようとする補助金額

について、その算出明細書を添えて、市長に提出しなければならない。  

   第３章 車両購入費  

 （補助対象経費及び補助限度額）  

第５条 車両購入費補助に係る補助対象経費は、公共バス運行に係る車両の購入に



要する経費（車両の塗装、付属部品等を含む。）とし、その補助限度額は、１両に

つき、購入価格の３分の２以下とする。  

 （補助金の交付申請）  

第６条 車両購入費補助金の交付を受けようとする事業者は、次に掲げる書類を添

えて、車両を購入しようとする日の１カ月前までに市長に提出しなければならな

い。 

（１）車両の見積書  

（２）車両の仕様書及び図面 

（３）その他市長が必要と認めた書類  

 （実績報告）  

第７条 車両購入費補助金の交付を受けようとする事業者は、次に掲げる書類を添

えて、補助金の交付決定のあった日から起算して１５日以内に提出しなければな

らない。 

（１）請求書、納品書、領収書等支出を証明する書類  

（２）自動車検査証の写し 

（３）車両の主要部分の写真 

（４）その他市長が必要と認めた書類  

（車両の管理等）  

第８条 当該補助事業により取得した車両の管理等は、次の各号により行なわなけ

ればならない。  

（１）当該取得の日から５年間、善良なる管理者の注意をもって管理するととも

に、補助金の交付の目的に従って使用し、その効率的運用を図ること。  

（２）前号に定める期間内は、譲渡し、交換し、貸し付けまたは担保に供しては

ならない。  

  第４章 初度開設費等補助  

（補助対象経費及び補助限度）  

第９条 初度開設費等補助に係る補助対象経費は、公共バス運行開始に当たり必要

となる啓発経費、バス停及びバス停設置に係る工事費及びその他の経費とする。  

２ 初度開発費の補助限度額は、啓発経費、バス停及びバス停設置に係る工事費に

ついては全額、その他の経費については３分の２以下とする。  

 （補助金の交付申請） 

第１０条 第６条の規定は、この章において準用する。この場合において、交付申

請に添付する書類は次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）当該経費の見積書  



（２）その他市長が必要と認めた書類 

 （実績報告）  

第１１条 第７条の規定は、本章において準用する。この場合において、実績報告

に添付する書類は次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）請求書、納品書、領収書等支出を証明する書類  

（２）施設等主要部分の写真 

（３）その他市長が必要と認めた書類  

   第５章 補則  

第１２章 この告示の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この告示は、平成１７年３月２８日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この告示の施行の前日までに、合併前の太田市公共バス補助金交付要綱（平成

８年４月１日太田市制定）の規定によりなされた決定、手続その他の行為は、こ

の告示の相当規定によりなされたものとみなす。  

  


